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１. はじめに
国は平成18年､ 住生活基本法に基づく､ 住生活基
本計画を策定した｡ この計画に即して､ 島根県では
｢島根県住生活基本計画｣ (第３次島根県住宅マスター
プラン) (平成19年３月)注１)を策定している｡
このマスタープランは､ 平成18年度から平成27年
度の10年間のスパンの計画である｡ 本論文では､ 同
マスタープランを参考にしつつ､ 島根県の住宅のあ
り方について検討を行い､ それに基づき課題を提示
した｡
国が立案した住生活基本計画では以下の５本を柱
としている｡
１) 良値な住宅ストック形成および次世代への承継
２) 良好な居住環境の形成
３) 国民の多様な居住ニーズが適切に実現される住
宅市場の環境整備
４) 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定
の確保
これに､ 島根県では､ 地域に対応した豊かな住ま
いづくり (① 街なか居住の促進､ ②定住､ Uターン
の促進､ ③高齢者等が住みやすい住まいづくり､ ④
子育てしやすい住まいづくり) を加え､ ５本柱とし
ている｡
今回の住生活基本計画は､ 住宅のフロー中心の施
策からストック中心の施策にシフトしている｡ 転換
期における住宅政策であるといえる｡ 住宅不足を解
消するために新規建設や新規住宅供給などの住宅振
興施策の終わりを印象づけている｡
島根県の住宅政策を考える場合､ フロー対策とス
トック対策の２つの視点から検討する必要がある｡
以前は､ 県が主導して地域適合型住宅の開発や住宅
のあり方に提案を行ってきた｡ 新築住宅は､ その時
代の住宅をけん引する力になっていた｡ ストック中
心の施策の時代においても､ 節度ある住宅建設が必
要であり､ 業者への的確な行政指導が必要である｡
新築は､ 既存住宅の居住者が住宅をリフォームする
場合の最も身近な参考材料である｡ 古い住宅が多い
本県ではリフォームの意欲がわく､ 質の良い新築住
宅が建てられる必要がある｡ したがって､ 本論文で
は､ フロー対策として､ 今後の山陰地域の住宅像に
ついて検討して､ 新築住宅の問題点とその課題につ
いて述べる｡ ストック対策として､ 県民の生命・財
産の安全性の確保から重要な既存住宅の耐震化の問
題､ 地域コミュニテｲの弱体化や老朽化による景観
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関する検討を行う｡ 最後に､ これらを総合して島根
県の今後の住宅政策について提言を行う｡
２. フロー対策
我が国の社会経済をみると､ 戦後､ 所得倍増計画
や終身雇用性など､ 住宅ローン返済の条件は整備さ
れてきた｡ しかし､ 少子高齢化社会への移行や終身
雇用が不確実になり､ 自分達の住宅を住み継いでく
れる人がいるかどうかも不確実な時代となり､ 住宅
建設には熟慮が必要な時代になった｡ 新築住宅に関
して､ 国は､ 長期優良住宅を推奨している｡ また､
政権交代によってCO2削減を公約としており､ 今後
省エネルギー対策やエコ住宅が勧められる可能性が
大きい｡ これらの流れにハウスメーカは､ 素早く対
応し自らの住宅の商品価値を高めている｡ 一方､ 地
場の大工・工務店は､ 流れに遅れまいと追従してい
るのが現状である｡ しかし､ 住宅は､ 構造躯体の耐
久性やエコを追及した商品ではない｡ 住宅は､ 居住
者が健康で快適に暮らせることが最も重要であり､
消費者はこの点を忘れて､ 住宅性能の良し悪しで住
宅を新築することは避けるべきである｡ 住まいは人
間が安全で健康に暮らすための基地であり､ 安心と
充足が得られることが重要である｡
居住者は､ その地域の気候・風土に適合した住ま
い方をしている｡ したがって､ 新築を計画する場合､
地域に調和したデザインや造りを追及してこそ住み
心地よい住宅が出来上がる｡ 長期優良は住宅構造と
性能の問題である｡ 地域に適合した住み心地のよさ
と住宅性能のよさの両者のバランスを取ることによっ
て快適な住宅となる｡ 古くは夏暑く､ 冬寒い住宅で
あったため人間が健康に過ごすため外気に対する体
温調節機能は高かった｡ しかし､ 現在では､ 基礎代
謝量の年間変動幅が20％から10％へと低下しており､
外気の大きな温度変動に対する体温調節が困難になっ
ている｡ 健康面から高断熱・高気密への警鐘であり
注意すべき問題である｡
１) 新築住宅のあり方
戸建住宅の利点は､ 建築主が自分達の家族の近未
来を考え､ 自分の身の丈に合った住宅を計画するこ
とでき､ 時代に合わなくなると自由にリフォームで
きることである｡ その場合､ 当然､ 本県の気候・風
土に合った地域適合型住宅の良さを取り入れるべき
である｡ 現在筆者らが検討中の地域適合型住宅のキー
ワードを示す (図１)｡ 今後､ 行政としても必要十
分なキーワードを消費者に提案し､ 啓発活動が必要
である｡
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｢島根の家キーワード｣
○健康で楽しく暮らせる住まい
1 家族の気配を消さない
2 中心となる場所を創る
3 効率的な動線計画
4 明るいキッチン
5 収納スペースの確保
6 年老いて住まう (老後1階でコンパクトに住む)
7 天然の素材を使う
8 季節を楽しむ仕掛け
○気候風土に適合し､ 街並みを考えた住まい
1 深い軒の出
2 街並みを考える (道行く人にやさしい)
3 通りに開く
4 アプローチを工夫する
5 駐車スペース (車がない時も優雅な場所)
6 家族の樹 (シンボルツリーを植える)
7 冬場の洗濯物の干場
8 地場の材料
石州瓦､ 来待石､ 木材が図となる利用 (例 大黒柱)
○夏涼しく､ 冬暖かい住まい
1 陽の光
2 風の通り道
3 冬の暮らし
4 適度な断熱性・気密性
5 自然エネルギーをとらえる
太陽光発電､ 雨水タンク
○丈夫で長持ちする住まい
1 地盤・基礎の耐力
2 耐震性
3 防水性・防湿性
4 完成後のフォロー
5 定期的な点検
○コストを考えた住まい
1 単純な形状
2 価格のバリエーション
3 共通化
表１. 島根県の近未来住宅のためのキーワード
このように､ ハードの要件と共に多くのソフト的
な要件を満たす必要がある｡ このソフト的要件こそ
がその地域で住むためには重要となる｡ しかし､ 国
のような全国一律の住宅振興ではこのソフト面が抜
け落ちる｡ 本来､ このソフト面の提案が行政から行
われるべきである｡ 住宅振興に県が取り組んでいた
時期には､ ソフトの提案も行われた｡ このソフト面
の適切な提案が行われることによって､ 国の推奨す
る長期優良住宅という構造・設備の耐久性を向上さ
せる施策が有効になる｡
一つ問題となるのは､ コストアップをもたらす長
期優良住宅で100年以上の耐久性能を持つ住宅にす
べきか否かである｡ 島根県の住宅業者にヒアリング
すると50年はもつと話している｡ 今後建築される住
宅は､ 耐震性能が向上しているので､ 水廻りや配管､
外壁を適当な時期にリフォームすれば100年以上の
耐久性はあるものと考えられる｡ 一方､ 住宅の耐用
年数は物理的耐用年数によるよりも､ 多くの住宅が
社会的耐用年数によって建て替えられてきた｡ また､
多くの住宅が住み継がれることなく､ 空き家となり
取り壊されている｡ このような現実を考えるとき､
本県のような全国有数の少子高齢化の県で長期優良
住宅を建てることによって､ コスト高で長期の住宅
ローンを組まねばならないデメリットに十分な配慮
が必要である｡
物理的耐用年数が100～150年になったとしても､
社会的耐用年数､ すなわち､ ライフスタイルが合わ
なくなる可能性がある｡ 現状でもエコ､ 省エネなど
に有利な設備やそのための構造躯体の変更など､ 今
後多くの住宅関連の科学技術の進歩によって､ より
快適に暮らせる工法が開発される可能性は大きい｡
社会的耐用年数が100年まで延びるかどうかは疑問
である｡
本県で施工されている在来工法の合理化によるコ
ストダウンとともに必要最小限の改良で長期優良住
宅に改良できる手法を行政が業界と一体となり開発
し､ 業界を支援する方策が必要である｡ 地方行政は､
国の方針を伝えるだけでなく地方に適合した施策を
提案実行することが望まれる｡
２) 県産材の活用
県産材の活用は､ コスト的に競争できる商品開発
が前提となる｡ 住宅への県産材の積極的な活用が唱
えられて久しい｡ 使用すれば､ 島根県の気候風土に
適合するという業者の主張がある｡ しかし､ 気候風
土に適合した住宅は､ 県産材使用と相関関係はない｡
ウッドマイルズのためにも県産材の活用は必要であ
るが､ 県産材を多用してコストアップにつながるこ
とは避けなければならない｡ コストを意識した住づ
くりが必要である｡ 県産材を活用するとデザイン的
にも性能的にもメリットがあるという商品が開発さ
れない限り､ 県産材を多用した住まいづくりは難し
い｡
３) 省エネルギー対策
現在の戸建木造住宅は､ CO2削減を目標とした住
宅ではない｡ CO2削減のためには各戸に太陽光発電
などの設備を設置することが非常に有効である｡ 一
方､ 日本海側では冬季の日照時間が短いので太陽光
発電では電力不足となり､ 冬季のCO2削減には有効
でない｡ しかし､ 世界の先進国ヨーロッパなどは我
が国よりも緯度が高い国々が多いので､ 技術の進歩
によって冬季もまかなえるような発電効率が達成さ
れる可能性がある｡ 推移を見守りつつ太陽光発電の
設備の利用を考えるべきである｡ 注意しなければな
らないのは､ 太陽光発電の有効利用のために住宅の
新しい工法が開発される可能性がある｡ その場合､
現代の長期優良住宅の構造が時代遅れになるので十
分な検討が必要である｡
現状では､ 太陽光発電によって自らの住宅のエネ
ルギーを生産することは､ 今後一般化すると考えら
れる｡ 夏季は太陽光発電､ 冬季はバイオ燃料 (リサ
イクル燃料) である木質ペレットを利用したストー
ブや暖炉を用いることでエコが達成できる｡ 風力発
電は低周波による健康障害が問題となる限り利用を
見合わせるべきである｡ 太陽光発電による余剰電気
を春､ 夏､ 秋に電力会社に売り､ 冬の暖房費がまか
なえる時代を予測した有効な施策が必要である｡
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４) 少子高齢化と住宅
住まいがあることが人間存在の根本である｡ した
がって､ 住宅確保のセフテイネットを敷くことは行
政の責務である｡ また､ 家族員数の減少と高齢化や
省エネルギーを考慮すると､ 住宅はよりコンパクト
化する可能性がある｡
若者世帯の生活費の中の住居費のウェートを抑え
る工夫が必要である｡ 持家を取得できない低所得者
層の家族への公的借家の供給や民間借家への家賃補
助による家賃負担軽減策などのきめ細かい対応が必
要である｡ 特に､ 島根県のような人口低下が続く､
地方都市では地価が高騰する可能性は低く､ 安定し
た家賃となり､ 適切な家賃補助によって定住化は促
進するのでこの施策が必要である｡
島根の気候風土に適した子育て家族を支援できる
ような､ 比較的低価格で､ 性能的に基本的条件を満
たした住宅の供給によって､ 子育て家族を支援する
ことが大切である｡
住宅総数は減少傾向であるが世帯数は増加してい
る｡ このことは､ 同居から別居へと移行し､ １戸当
たりの家族員数が減少していることを意味している｡
今後は､ 同居型住宅よりもコンパクトな住宅を安価
で供給することが大切である｡
高齢者への配慮については高齢者対策等級３とさ
れている｡ それだけではなく､ 高齢者が１階で住み
続けられるように､ 重要な居室と便所､ 浴室等の水
まわりや台所などをコンパクトにまとめた設計が望
まれる｡
５) 消費者目線からの課題を施策とする
島根県には悪質な業者は少ないとはいえ､ 住宅に
関する消費者の苦情はあとを絶たないのが現状であ
る｡ 耐震偽装に端を発して､ 2007年に建築基準法が
改正され建築確認・検査の厳格化がおこなわれ､ 今
までより､ 欠陥住宅の発生頻度は低くなると予測さ
れるが､ 業者選択を誤れば消費者被害が発生する｡
消費者にとって問題のある業者に関する情報は得難
い｡ 住宅業界は､ 非常に高額な耐久消費財を扱って
いるにも関わらず､ 自助努力で質の良くない業者を
規制する手段をもたない｡ 行政が規制する時期に来
ている｡ よい工務店を消費者が選択できるような方
策を検討すべきである｡ 地場の優良業者を優遇する
ことによって､ 住宅の安全・安心が確保できる｡
また､ 優良な事業者をネットワークで結び､ その
ネットワークに消費者を引き付ける､ 安心できる施
策が必要である｡ それと並行して､ 消費者が第三者
機関に相談し､ 計画から施工終了まで消費者を支援
する｡ そのような機関を育成することによって､ 消
費者は安心して住まいづくりができる｡
全国ネットに掲載されている県下の戸建て住宅業
者やリフォーム業者は､ 必ずしも県内で評判のよい
業者のみではない｡ 頼れる業者を行政が民間と一緒
になって消費者に情報発信するする方策を考えてほ
しい｡
６) 地元業者に対する行政の姿勢
地域で在来工法住宅を真面目に造ってきた大工・
工務店への早急な長期優良やエコ住宅の普及を提案
しても､ 混乱が生じ施工ミスが発生しやすい｡ 現状
では､ まず業界を元気づけ､ 未来に向かって活力あ
る業界にしていく努力が今まで以上に必要である｡
ハウスメーカが長期優良住宅を宣伝しても､ 施工
後の長期のメンテナンスを丁寧に行うことは不可能
である｡ 新築する人はよい工務店を選択し建てる時
期にきている｡
自分の持家に住み老後まで十分楽しめる､ 生涯所
得に合った住宅を産官学が協力して提供していく仕
組みを行政主導でつくってほしい｡
７) 良好な景観の形成
地域における居住環境の維持および向上に配慮さ
れたものであることとある｡ 現状は､ 良好な街並み
や景観を損なう建築物が建設され､ 美しい県の景観
は損なわれつつある｡ 松江市の中心市街地の高層マ
ンションの林立による､ ヒュウマンスケールの街並
みの破壊は目を覆うばかりである｡ 有効な施策を早
急に講じないと取り返しのつかないことになる｡ 一
戸建住宅についても､ 建築設計士のデザインは､ そ
の地域で目立ちかつ地域の景観にそぐわないものが
多かったが､ 今後､ 建築設計士の意識改革が望まれ
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る｡ 地域特性に応じたきめ細かなまちづくりや街並
みデザインの推進がうたわれている｡ 行政も是非具
体案を提示して､ 県民の啓発を行わないとデザイン
的にも街並みは､ 崩壊の危機にある｡
３. 住宅の耐震化
1995年阪神・淡路大震災､ 2002年鳥取県西部地震
など大地震が発生し､ 家屋が崩壊すると耐震化に対
する関心が高くなるが､ 大地震が発生しないと耐震
に関する関心は低下する｡ 筆者らが平成19年に松江
市内で行った耐震に関するアンケート調査の結果に
よると､ 自宅の地震に対する不安があるが５割､ わ
からない３割､ 不安はないが２割であった｡ また耐
震補強工事が必要と思われる住民は48.5％､ わから
ないが22％であった｡ 耐震補強工事に係る費用につ
いては､ わらないが９割を占めている｡
自宅の耐震補強工事に支払える金額について調査
すると､ 工事費用負担は困難が30％､ 50万円まで33
％であり､ 100万円までが８割を占めている｡
耐震補強工事を実際に行うと平均100万円以上す
ることから考え､ 現状では耐震補強工事を住民に行
わせることは難しいと考える｡ 市町村の中には耐震
診断に補助金を出しているところもあるが､ 耐震化
率は上がっていないのが現状である｡ 平成17年度の
64％から､ 目標としている平成27年までに90％を達
成することは困難である｡
また､ 古い住宅が多く､ かつそこに高齢者が夫婦
や単身で住んでいる｡ もし大地震があれば､ 逃げ遅
れて､ 生命の危機は極めて大きい｡ 補助を出してで
も最小限の耐震改修を行ってもらうことを施策の柱
とすべきである｡ なぜなら､ いつくるかわからない
地震に対し､ 見当のつかない補強工事費の負担を強
いられる現状では､ 耐震診断を受けることに消極的
になるのも当然である｡ しかし､ 一旦大地震が発生
し被害が大きいと行政の責任は免れない｡
行政が業者を指導して県の住宅政策を実施してい
く方法では､ 耐震化は県民に浸透しない｡ 行政が直
接県民とコンタクトして施策を実体化していく時代
が来ている｡ また､ 県民の目線に立つ活動をしてい
る第三者機関などと協働しながら施策を実現してい
く時代が来ている｡
以下耐震化の問題点と課題について述べる｡
１) 耐震補強工事の実施
耐震改修に気持ちを向けさせる要因として､ つぎ
の３つがある｡ ①自分や家族の命を地震から守りた
い､ ②家や財産を地震から守りたい､ ③近い将来､
大きな地震が起こるだろう｡
一方､ 耐震改修を躊躇させる要因として､ つぎの
６つがある｡ ①耐震補強工事は費用が高い､ ②補強
よりも建て替えた方がよい､ ③補強しても壊れるか
もしれない､ ④今は金銭的な余裕がない､ ⑤信頼で
きる依頼先が分らない､ ⑥補強がどんなものか知ら
ない｡
この躊躇させる要因に対する説明を行うことによっ
て耐震改修への意思決定がなされる｡ 負の要因は個々
人によって異なるため､ このあたりが理解できる人
間がアドバイスする必要がある｡
２) 耐震補強工事費と検査体制
耐震補強工事は､ 補強そのもののみでなく､ その
工事を行うために､ 仮設工事や解体工事が必要にな
る｡ 補強後の復旧工事も必要になる｡ 施主がどの程
度の復旧工事を望むかによって工事費に大きな差が
でてくる｡ 耐震補強工事は､ 金額も比較的小さく､
施工期間は短く､ 収益も大きくはない｡ しかも安全
という信用を売る大切な工事である｡ 悪質な業者は､
影響部復旧工事で手抜きや水増しが容易にできる｡
また､ 耐震補強工事が適切に行われたか否か検査し
ないと実効性がないものとなる｡ 耐震補強工事は多
様な住宅を対象とした構造上の知識と現場に応じた
高度な施工技術を要する｡ したがって､ 本県で問題
となる箇所の工法や技術の習得を促すことは欠かせ
ない｡
工事終了後にその工事が手抜きや瑕疵がなく施工
されたかどうか検査することが要求される｡ 自治体
が主体となって工事を検査することが望ましい｡ こ
のような検査を考えた場合､ 大工・工務店・建築士
が協同組合を作り､ 受注し､ 自ら責任を持って工事
の検査を行なうことも１つの方法であると考える｡
工事への信頼性が失われたとき､ 耐震化は進まなく
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なる｡
３) 耐震化促進のための方策
耐震化は個別の住宅に対して行われるが､ 個別の
｢点｣ としての施策では､ 成果は期待できない｡ 有
効な耐震化は ｢面｣ として､ 地区単位 (コミュニティ)
で耐震促進を進めることによって､ 大きな成果が期
待できる｡ コミュニティの耐震化を行う場合には､
効果的に行えば耐震化は促進されるが､ 安心感を与
えないと進まない｡ 慎重に以下の問題点に対する対
策を考えて対応すべきである｡
(1) 耐震診断の無料化は全国的に多くの自治体が
行っている｡ 筆者らも無料で行った結果多くの人
が希望したので､ 自治体は無料を視野に入れて考
える｡
(2) 耐震補強は､ 構造に熟知した業者が最小の補
強で最大の効果のある補強を行うことが可能であ
る｡ 一方､ 熟知していない業者では､ むやみと耐
震補強金具を取り付けたり､ 不必要な工事を行う｡
自治体が熟練した業者を登録制度にすると一般の
人が業者を選択しやすい｡ 第三者機関が技術力の
ある業者を調査してホームページに公開する方法
もある｡
(3) 工事費の一部援助
耐震補強工事には､ 耐震化促進のために､ 自治
体によって色々の補助制度がある｡ 工事費に30万
円の補助を実施している自治体がある｡ 実際問題
として､ 補強工事費は簡単に賄える負担額ではな
い｡ 平均的には100万円程度は必要となる｡ しか
し､ アンケート調査によると負担が困難や50万円
以下ならよいという層が多い｡ 特に古い住宅の居
住者は高齢化が進んでおり､ 年金受給者が多い｡
耐震化を促進するためには､ 工事費の補助があれ
ば､ 工事を実行しようとする人の背を押すことに
なるので望ましい｡ 自分の住宅の安全性は自分で
確保するという気構えを居住者に抱いてもらうこ
とも大切であり10～30％の範囲が望ましいと考え
る｡
(4) 国は税制優遇措置を実施しているが､ 工事を
行う場面で目に見える施策ではないが､ 国が耐震
化に対して支援しているという表明として有効で
ある｡
(5) 耐震補強工事をして､ 地震による被害が出た
場合に自治体が保証する耐震補強保障制度が検討
されている｡ 地震時に工事費の１から３倍を保証
する制度である｡ このように､ 工事したことが将
来的に万一のときに保証されることになれば､ 無
駄金にならず安心できるので耐震化促進には優れ
た制度だと考える｡ 自治体の対応が望まれる｡
４) 耐震化に対応できない住民への対策
自宅の耐震性が低いがそのまま耐震補強すること
なく､ 住み続けなければならない住民への配慮が必
要である｡ すなわち耐震工事を行いたくても行えな
い状態にある高齢者や経済的に苦しい住民にどのよ
うな情報を与えるべきか考えた取り組みが必要であ
る｡ これらの住民の生命と財産を守ることも自治体
の役割である｡ 避難路を２方向に確保するなど住ま
い方の工夫などを分かりやすい説明した冊子を配布
し､ 説明する機会を設けるべきである｡
４. 空き家活用問題
ここでは､ 従来から取り上げられてきた過疎地で
の空き家対策でなく､ 目立ち始めた市街地の空き家
問題について検討する｡ すなわち､ 中心市街地にお
いても空き家が増加し､ 災害時の安全確保､ 防犯性､
景観の悪化､ コミュニテｲの正常な活動の阻害など
多くの問題が発生し､ 空き家問題は緊急の課題であ
る｡
地域の活力を取り戻すためには､ 地域資源である
空き家を有効に活用し､ 居住人口を増やす必要があ
ると考える｡ 現在､ 空き家バンク制度を運営する自
治体は多いが､ 法規制により斡旋や仲介を行えず､
情報を提供するにとどまっている｡ 国の空き家活用
等の支援策も､ 過疎地域等の住宅を対象としている｡
中心市街地の空き家に対する支援策はまだない｡ こ
こでは､ 筆者らが行った松江市の中心市街地におけ
る空き家活用のための調査結果に基づき検討する｡
松江市の中心市街地という比較的コンパクトな対
象地域でも､ 空き家には､ 町家､ 店舗併用住宅､ 戸
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建住宅､ 屋敷型住宅など多様な種類の住宅が混在し
ており､ 地区ごとにその割合が異なっていた｡ また､
建築年数においても､ 戦前に建った住宅が多い地区､
戦後の戸建住宅が多い地区､ 両者が混在している地
区など､ 地区ごとに特徴があることが分かった｡
これらの特徴を十分把握した空き家活用対策が必
要である｡
１) 空き家発生の原因
空き家発生の原因は､ 主に次の６項目であること
がヒアリング等で明らかとなっている｡
①住宅が老朽化し､ 台所・風呂・トイレなどの設
備も老朽化している｡ 特に､ 市街地の長屋は､ 改修
なくして住み続けること困難である｡ ②空き家を貸
す意思がない｡ ③空き家所有者は､ 売却したいが売
れない｡ ④更地にしても､ 現状で駐車場が多くて借
り手がいない｡ ⑤貸す場合には改修が必要であるが､
改修費がかけられない｡ ⑥接道状況が良くない､ 駐
車場がない､ 平屋で狭いなど各種の困難な状況があ
る｡
２) 空き家活用の方策
空き家活用による地域活性化は､ 経済的にも定住
対策にとっても大切な課題である｡ 空き家活用のた
めの地域活性化には､ 種々の地域資源と融合させれ
ば､ 色々の展望が開ける｡ 空き家活用は､ 空き家
のある地域に魅力がなければ人は住まない｡ 街の活
性化に知恵を絞ることは行政の仕事である｡ 地域住
民やボランテア団体との連携によって是非地域の活
性化を施策として掲げるよう提案する｡
空き家活用によって地域が活性化するという､ エ
リアマネジメント的発想をもって活動することを心
掛けたい｡
行政単独で空き家活用を主導することは､ 個人の
財産に関することなので難しい｡ NPOのような中間
支援組織が是非必要である｡ しかし､ 中間支援組織
と空き家所有者との間に信頼関係がなければ､ 機能
しない｡ ここに､ 行政との協働の必要性が生じる｡
３) 中間支援組織
中間支援組織は､ 空き家の近況を所有者に知らせ
るなどの活動をボランテイア活動として行い､ 所有
者との信頼関係を築くことが大切である｡ 中間組織
は､ 所有者と利用者とを仲介することのみが仕事で
ない｡ 多くの貸し手と借り手に登録してもらい､ 所
有者と借り手意見交換の場としても機能させる地域
に根ざした支援を考える｡ 所有者や入居希望者の意
見を聞き､ より積極的な支援を行わないと､ 良い物
件は不動産業者に､ 質の低い物件は中間支援組織に､
という流れになりやすい｡
中間支援組織は､ あくまでも空き家活用による地
域活性化を旗印にかかげるべきである｡ 行政との協
働活動することによって空き家の所有者､ 借り手､
存在する地域住民の信頼が得られ､ 多大な成果が期
待できる｡
５. まとめ
住宅政策は､ フロー対策からストック対策にシフ
トしている｡ 少子高齢化社会において住宅は既存住
宅で充足していることや経済状態の悪化から需要の
増加が見込めないなどが要因としてあげられる｡ し
かし､ 住宅に関する社会的ニーズや技術開発によっ
て今後も住宅はその時代に合ったデザイン､ 性能が
追及されていくので､ 消費者により安全・安心で快
適な住宅が提供される施策を今後も継続して行うべ
きである｡
本論文では住宅政策について､ フロー対策として
の今後の新築木造住宅のあり方とそれに基づく施策
について検討した｡ ストック対策として､ 生命・財
産を守るために極めて重要な耐震化促進方策と空き
家活用問題について検討を行った｡
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図１ 中間支援組織の連携
１. 新築住宅については､ 住まい手が自らの住まい
方に合った住宅を建てることが第一である｡ 次に､
耐久性や性能が要求される｡ 現在､ 国が推奨して
いる長期優良住宅は､ 耐久性や性能が優れている
がコスト的にはアップしている｡ 本県のように比
較的優秀な事業所が多い地域では､ 優良な住宅が
生産されているので､ これに最小限の改良によっ
て長期優良住宅に認定される工法を行政が提示し
て指導することが必要である｡ 国が唱える長期優
良住宅や省エネ住宅の施策に振り回されることな
く､ 事業者が自信を持って建設している在来工法
で性能を上げる方策を考えるべきである｡ また､
行政は､ よい業者を消費者が選択できる情報を提
供することも必要である｡ これらの業者にネット
ワークを組ませて新しい工法や技術を取得できる
ような仕組み創りが望まれる｡ 最近､ 消費者行政
が重要視されている｡ 住宅行政も地域に適合した
住宅のあり方を消費者に直接的に情報発信するな
ど消費者目線の施策を実行してほしい｡
所得が伸びない若者や高齢者が老朽化した住宅
で住み続けることが不可能な場合など､ セフテｲ
ネットとしての公営住宅の必要性が増す｡ 民間住
宅の家賃が高くては入れない層に家賃支払いが可
能な公営住宅の戸数確保や家賃補助が望まれる｡
２. 既存住宅の耐震化促進は遅々として進んでいな
い｡ 耐震化は生命・財産を守るための改修工事で
あるが､ 個別的な住宅構造上の問題であるので､
工事費用が予測できない､ また工事しても検査が
ないので安心もできないのが現状である｡ 工事費
の補助と検査を行政が責任をもつ体制にする必要
がある｡ 特に高齢者が住む老朽化した住宅は耐震
化が必要であるにも関わらず経済的に困難な場合
が多い｡ 地域コミュニテｲと協力して耐震化促進
を図るべきである｡
３. 本県の空き家は過疎地域のみならず中心市街地
にも多く発生している｡ 所有者が県外など遠方な
人が多く連絡が取れない状況にあることや空き家
を売ろうとしても中古市場が狭く優良な物件しか
売れないのが現状である｡ その結果空き家として
放置して荒れるに任せている住宅も多い｡ 解体が
望ましい空き家で解体費用が出せない所有者も多
い｡ これらの複雑な問題を整理して早急な空き家
活用対策をとる必要がある｡
具体的には､ 行政と第三者機関が協働して空き
家の管理・仲介業務を行う機関をつくり､ 所有者
が安心して貸せるシステムを早急に構築する必要
がある｡
現在までの施策は､ 公共が事業を実施したり､ 事
業者に研修・説明すればよい施策が多く､ 消費者ま
で降りてくる施策が少なかった｡ 住生活基本計画に
基づく施策は､ 消費者の行動を促すものである｡ 消
費者への施策に関する情報発信の方法を考え､ 行政
が消費者に提案していかなければ成果が得られない
施策が多くなっている｡ 現在までは､ 行政が消費者
に直接施策を訴える有効な手段を持つ必要性が少な
かった｡ 今後､ 多くのソフト的な施策は､ 直接また
はNPOのような第三者機関と協働して消費者に語り
かけ施策を実施しないと実効性が上がらない｡ 行政
が消費者に訴える有効な手段と提案力が試される時
期に来ている｡
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